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１．令和７年度予算案件 １７件 
 
議案第 １ 号 令和７年度和歌山県一般会計予算 
 

予算額 ６１３，８１２，９０９千円 
（前年度 ６２８，００３，４０３千円） 

 
議案第 ２ 号 令和７年度和歌山県農林水産振興資金特別会計予算 
 

予算額 ２６８，６３６千円 
（前年度 ２１０，４１３千円） 

 
議案第 ３ 号 令和７年度和歌山県中小企業振興資金特別会計予算 
 

予算額 １５０，９５９千円 
（前年度 １９６，７８５千円） 

 
議案第 ４ 号 令和７年度和歌山県母子父子寡婦福祉資金特別会計予算 
 

予算額 １２５，７９２千円 
（前年度 １３５，９３８千円） 

 
議案第 ５ 号 令和７年度和歌山県修学奨励金特別会計予算 
 

予算額 １４４，４４０千円 
（前年度 １９２，８７２千円） 

 
議案第 ６ 号 令和７年度和歌山県職員住宅特別会計予算 
 

予算額 １５８，３４７千円 
（前年度 １６０，８００千円） 

 
議案第 ７ 号 令和７年度和歌山県国民健康保険特別会計予算 
 

予算額 ９４，４５２，２０８千円 
（前年度 ９６，９５８，５４７千円） 

 
議案第 ８ 号 令和７年度和歌山県営競輪事業特別会計予算 
 

予算額 ２５，４７１，９４１千円 
（前年度 ２６，０６７，６４７千円） 
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議案第 ９ 号 令和７年度和歌山県営港湾施設管理特別会計予算 
 

予算額 ６９３，７０１千円 
（前年度 ５２８，３０９千円） 

 
議案第１０号 令和７年度和歌山県市町村振興資金特別会計予算 
 

予算額 ８２０，２２７千円 
（前年度 ８２０，２２７千円） 

 
議案第１１号 令和７年度和歌山県自動車税証紙特別会計予算 
 

予算額 １，１４８，２０２千円 
（前年度 １，０１８，８２２千円） 

 
議案第１２号 令和７年度和歌山県用地取得事業特別会計予算 
 

予算額 １，５８０，２４３千円 
（前年度 １，６９９，１４１千円） 

 
議案第１３号 令和７年度和歌山県公債管理特別会計予算 
 

予算額 １２５，１０８，７２０千円 
（前年度 １１４，５７６，６９０千円） 

 
議案第１４号 令和７年度和歌山県立こころの医療センター事業会計予算 
 

予算額 ２，７５６，７３６千円 
（前年度 ２，８６１，８５２千円） 

 
議案第１５号 令和７年度和歌山県工業用水道事業会計予算 
 

予算額 ４，７６８，２７９千円 
（前年度 １，８１７，６７７千円） 

 
議案第１６号 令和７年度和歌山県土地造成事業会計予算 
 

予算額 ２，４５８，８６４千円 
（前年度   ４５６，６７６千円） 
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議案第１７号 令和７年度和歌山県流域下水道事業会計予算 
 

予算額 ４，４２３，３６８千円 
（前年度 ４，２０７，８６０千円） 

 
 
２．令和６年度補正予算案件 １４件 
 
議案第１８号 令和６年度和歌山県一般会計補正予算 

   （繰越明許費含む） 
 

補正額 ６，９１１，１７２千円 
（補正前予算総額 ６７４，０７１，０５９千円 → 
補正後予算総額 ６８０，９８２，２３１千円） 

 
議案第１９号 令和６年度和歌山県農林水産振興資金特別会計補正予算 
 

補正額 ▲７９，１１０千円 
（補正前予算総額 ２１０，４１３千円 → 
補正後予算総額 １３１，３０３千円） 

 
議案第２０号 令和６年度和歌山県中小企業振興資金特別会計補正予算 
 

補正額 ▲２１，３５５千円 
（補正前予算総額 ４１８，６３５千円 → 
補正後予算総額 ３９７，２８０千円） 

 
議案第２１号 令和６年度和歌山県修学奨励金特別会計補正予算 
 

補正額 ２１，２７７千円 
（補正前予算総額 １９２，８７２千円 → 
補正後予算総額 ２１４，１４９千円） 

 
議案第２２号 令和６年度和歌山県国民健康保険特別会計補正予算 
 

補正額 １，５５２，０１５千円 
（補正前予算総額 ９６，９５８，５４７千円 → 
補正後予算総額 ９８，５１０，５６２千円） 
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議案第２３号 令和６年度和歌山県営競輪事業特別会計補正予算 
 

補正額 ２，０４９，７９２千円 
（補正前予算総額 ２６，０６９，３０５千円 → 
補正後予算総額 ２８，１１９，０９７千円） 

 
議案第２４号 令和６年度和歌山県営港湾施設管理特別会計補正予算 

   （繰越明許費含む） 
 

補正額 ６２，８６６千円 
（補正前予算総額 ５９２，２０９千円 → 
補正後予算総額 ６５５，０７５千円） 

 
議案第２５号 令和６年度和歌山県自動車税証紙特別会計補正予算 
 

補正額 ▲５５，４８６千円 
（補正前予算総額 １，０１８，８２２千円 → 
補正後予算総額   ９６３，３３６千円） 

 
議案第２６号 令和６年度和歌山県用地取得事業特別会計補正予算 

   （繰越明許費含む） 
 

補正額 ▲６５３，４２４千円 
（補正前予算総額 １，６９９，１４１千円 → 
補正後予算総額 １，０４５，７１７千円） 

 
議案第２７号 令和６年度和歌山県公債管理特別会計補正予算 
 

補正額 ４，８５７，０８５千円 
（補正前予算総額 １１４，５７６，６９０千円 → 
補正後予算総額 １１９，４３３，７７５千円） 

 
議案第２８号 令和６年度和歌山県立こころの医療センター事業会計補正予算 
 

補正額 ▲８２，４６７千円 
（補正前予算総額 ２，８９１，３４８千円 → 
補正後予算総額 ２，８０８，８８１千円） 

 
議案第２９号 令和６年度和歌山県工業用水道事業会計補正予算 
 

補正額 ▲５３３，５９９千円 
（補正前予算総額 １，８２４，３５６千円 → 
補正後予算総額 １，２９０，７５７千円）  
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議案第３０号 令和６年度和歌山県土地造成事業会計補正予算 
 

補正額 ９６，７１０千円 
（補正前予算総額 ４５７，４４０千円 → 
補正後予算総額 ５５４，１５０千円） 

 
議案第３１号 令和６年度和歌山県流域下水道事業会計補正予算 
 

補正額 ▲３９４，６２７千円 
（補正前予算総額 ４，２８７，６６０千円 → 
補正後予算総額 ３，８９３，０３３千円） 

 
 
３．条例案件 ３８件 
 
議案第３２号 刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理等に関する条例 
  （総務課） 
 

刑法の一部改正等に伴い、所要の改正を行うもの 
・内容：条例中の「懲役」、「禁錮」等を「拘禁刑」に改める 
・施行予定期日：令和７年６月１日 

 
議案第３３号 知事及び副知事の給与その他の給付条例の一部を改正する条例 （人事課） 
 

知事及び副知事の給与について、期末手当の支給割合を改めるもの 
・内容：期末手当の支給割合の改定 

 ６月 １２月 合計 

現 行 1.700 月 1.750 月 3.45 月 

改正後 1.725 月 1.725 月 3.45 月 

・施行予定期日：令和７年４月１日 

 
議案第３４号 知事等の給与の特例に関する条例の一部を改正する条例 （人事課） 
 

県の財政状況を考慮し、知事及び副知事の給料及び期末手当の額を減ず

る期間を延長するもの 
・内容：給料及び期末手当の減額（▲６％）を令和７年度も継続 
・施行予定期日：公布の日 
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議案第３５号 職員の給与に関する条例及び職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

の一部を改正する条例 （人事課） 
 

職員の給与について、その給料月額及び初任給調整手当の上限額の改定、

配偶者に係る扶養手当の廃止及び子に係る扶養手当の増額並びに地域手当の

級地区分及び支給割合並びに交通機関等に係る通勤手当支給限度額の見直し

等を行うとともに、期末手当及び勤勉手当の支給割合を改めるほか、所要の

改正を行うもの 
・内容： 
（１）国家公務員の俸給表に準じて給料月額を改定 
（２）昇給の基準の改定 
（３）配偶者に係る扶養手当の廃止及び子に係る扶養手当の増額 

扶養親族 現行 令和７年度 
令和８年度 

以降 

配偶者 
行政職給料表７級以下 6,500 円 3,000 円 支給しない 

行政職給料表８級 3,500 円 支給しない 支給しない 

子 10,000 円 11,500 円 13,000 円 

（４）地域手当の級地区分及び支給割合の見直し並びに異動保障の延長 
・級地区分の見直し 
・支給割合の見直し 

支給地域 
和歌山県 国 

現行 改正後 現行 改正後 

和歌山市・橋本市 5.0％ 5.0％ 6.0％ 4.0％ 

県内その他地域 1.5％ 3.0％ 0％ 0％ 

・異動保障の延長 
（５）交通機関等に係る通勤手当支給限度額の見直し 
（６）単身赴任手当について、採用時から支給可能となるよう支給要件

を拡大 
（７）管理職員特別勤務手当の支給対象時間帯の拡大 
（８）初任給調整手当の支給限度額及び支給期間の改定 
（９）期末手当の支給割合の改定 
【定年前再任用短時間勤務職員以外の職員】 

 一般職員 特定幹部職員 

 ６月 １２月 合計 ６月 １２月 合計 

現 行 1.225 月 1.275 月 2.5 月 1.025 月 1.075 月 2.1 月 

改正後 1.250 月 1.250 月 2.5 月 1.050 月 1.050 月 2.1 月 

【定年前再任用短時間勤務職員】 
 一般職員 特定幹部職員 

 ６月 １２月 合計 ６月 １２月 合計 

現 行 0.6875 月 0.7125 月 1.4 月 0.5875 月 0.6125 月 1.2 月 

改正後 0.7000 月 0.7000 月 1.4 月 0.6000 月 0.6000 月 1.2 月 

（10）勤勉手当の支給割合の改定 
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【定年前再任用短時間勤務職員以外の職員】 
 一般職員 特定幹部職員 

 ６月 １２月 合計 ６月 １２月 合計 

現 行 1.025 月 1.075 月 2.1 月 1.225 月 1.275 月 2.5 月 

改正後 1.050 月 1.050 月 2.1 月 1.250 月 1.250 月 2.5 月 

【定年前再任用短時間勤務職員】 
 一般職員 特定幹部職員 

 ６月 １２月 合計 ６月 １２月 合計 

現 行 0.4875 月 0.5125 月 1.0 月 0.5875 月 0.6125 月 1.2 月 

改正後 0.5000 月 0.5000 月 1.0 月 0.6000 月 0.6000 月 1.2 月 

（11）定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員に地域手当の特

例を適用するとともに、住居手当、特地勤務手当及び寒冷地手当

を支給 
・施行予定期日：令和７年４月１日 

 
議案第３６号 一般職の任期付研究員の採用等に関する条例の一部を改正する条例 
  （人事課） 
 

一般職の任期付研究員の給与について、第１号任期付研究員及び第２号任

期付研究員の期末手当の支給割合を改めるもの 
・内容：期末手当の支給割合の改定 

 ６月 １２月 合計 

現 行 1.700 月 1.750 月 3.45 月 

改正後 1.725 月 1.725 月 3.45 月 

・施行予定期日：令和７年４月１日 

 
議案第３７号 一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部を改正する条

例 （人事課） 
 

一般職の任期付職員の給与について、特定任期付職員の期末手当の支給

割合を改めるとともに、特定任期付職員業績手当を廃止し、特定任期付職員

に勤勉手当を支給することとするほか、特定業務等短時間勤務職員に地域手

当の特例を適用し、住居手当等を支給することとするもの 
・内容： 
（１）特定任期付職員業績手当を廃止 
（２）期末手当の支給割合の改定 

 ６月 １２月 合計 

現 行 1.70 月 1.75 月 3.45 月 

改正後 0.95 月 0.95 月 1.90 月 
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（３）勤勉手当を支給 
６月 １２月 合計 

0.875 月 0.875 月 1.75 月 

（４）特定業務等短時間勤務職員に地域手当の特例を適用するとともに、

住居手当、特地勤務手当及び寒冷地手当を支給 
・施行予定期日：令和７年４月１日 

 
議案第３８号 会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例 
  （人事課） 
 

会計年度任用職員の給与について、期末手当及び勤勉手当の支給割合を

改めるもの 
・内容： 
（１）期末手当の支給割合の改定 

 ６月 １２月 合計 

現 行 1.225 月 1.275 月 2.5 月 

改正後 1.250 月 1.250 月 2.5 月 

（２）勤勉手当の支給割合の改定 
 ６月 １２月 合計 

現 行 1.025 月 1.075 月 2.1 月 

改正後 1.050 月 1.050 月 2.1 月 

・施行予定期日：令和７年４月１日 

 
議案第３９号 職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 （人事課） 
 

雇用保険法の一部改正に伴い、失業者の退職手当について、所要の改正

を行うとともに、国立大学法人法の一部改正に伴う規定の整備等を行うもの 
・施行予定期日：令和７年４月１日（一部は、公布の日） 

 
議案第４０号 職員等の旅費に関する条例の一部を改正する条例 （人事課） 
 

国家公務員等の旅費に関する法律の一部改正に伴い、所要の改正を行う

もの 
・施行予定期日：令和７年４月１日 
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議案第４１号 職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 （人事課） 
 

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法

律の一部改正に伴い、育児を行う職員について、時間外勤務の制限が適用さ

れる職員が養育する子の範囲を拡大するとともに、仕事と介護との両立に資

する制度又は措置に係る勤務環境の整備に関する措置等を定めるほか、所要

の改正を行うもの 
・施行予定期日：令和７年４月１日（一部は、公布の日） 

 
議案第４２号 職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 （人事課） 
 

職員に支給する特殊勤務手当について、配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護等に関する法律に定める保護その他の措置を必要とする者と面接

して行う生活指導等の業務に従事したときを新たに社会福祉業務手当の支給

の対象とするとともに、規定の整備を行うもの 
・施行予定期日：公布の日（一部は令和７年４月１日） 

 
議案第４３号 和歌山県税条例の一部を改正する条例 （税務課） 
 

道路交通法の一部改正に伴い、身体障害者等に対する自動車税の環境性

能割及び種別割の減免を受けようとする者がしなければならない運転免許証

の提示を免許情報記録個人番号カードの提示によることができることとする

とともに、免許情報記録個人番号カードを提示した場合の措置を定めるほか、

当該者が提出する減免申請書の記載事項に免許情報記録個人番号カードに係

る事項を追加するもの 
・施行予定期日：令和７年３月２４日 

 
議案第４４号 和歌山県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例（市町村課） 
 

宅地造成等規制法の一部改正に伴い、関係市町村が処理することとした

知事の権限に属する事務の一部を見直すとともに、農地法の一部改正に伴い、

知事の権限に属する事務の一部を関係町村が処理することとするほか、規定

の整備を行うもの 
・施行予定期日：令和７年４月１日（一部は、令和７年５月２６日まで

の間において規則で定める日） 
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議案第４５号 附属機関の設置等に関する条例の一部を改正する条例 （行政管理課） 
 

知事の附属機関として和歌山県推奨県産品審査委員会及び和歌山県振興

局所管公募型プロポーザル方式等事業者選定委員会を設置するもの 
・施行予定期日：令和７年４月１日 

 
議案第４６号 学校法人等の助成に関する条例を廃止する条例 （文化学術課） 
 

私立学校法の一部改正に伴い、条例を廃止するもの 
・施行予定期日：公布の日 

 
議案第４７号 和歌山県立情報交流センター設置及び管理条例の一部を改正する条例 

 （デジタル社会推進課） 
 

和歌山県立情報交流センターの施設の名称を改めること等に伴い、所要

の改正を行うもの 
・施行予定期日：令和７年４月１日（一部は、公布の日） 

 
議案第４８号 和歌山県外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する条例の一部を改

正する条例 （自然環境課） 
 

外来生物の生息又は生育の状況に関する情報等を収集するための調査に

必要な限度において、職員等に、他人の土地又は水面に立ち入り、調査を行

わせることができることとするもの 
・施行予定期日：公布の日 

 
議案第４９号 産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例の一

部を改正する条例 （循環型社会推進課） 
 

宅地造成等規制法等の一部改正により、特定盛土等又は土石の堆積によ

る災害を防止するための措置が講じられること等に伴い、特定事業の許可の

基準を改めるとともに、所要の改正を行うほか、規定の整備を行うもの 
・施行予定期日：令和７年４月１日 
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議案第５０号 和歌山県太陽光発電事業の実施に関する条例の一部を改正する条例 
 （環境管理課） 

 
宅地造成等規制法等の一部改正に伴い、太陽光発電事業実施予定者が作

成し、知事の認定を受けなければならない太陽光発電事業計画の認定の基準

の見直しを行うとともに、規定の整備を行うもの 
・施行予定期日：令和７年４月１日（一部は、公布の日） 

 
議案第５１号 和歌山県部落差別の解消の推進に関する条例及び和歌山県新型コロナウイル

ス感染症に係る誹謗中傷等対策に関する条例の一部を改正する条例 
 （人権政策課） 

 
特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に

関する法律の一部改正に伴い、規定の整備を行うもの 
・施行予定期日：公布の日又は特定電気通信役務提供者の損害賠償責任

の制限及び発信者情報の開示に関する法律の一部を改

正する法律（令和６年法律第２５号）の施行の日のい

ずれか遅い日 

 
議案第５２号 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施

行条例の一部を改正する条例 （こども未来課） 
 

幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定要件並びに幼保連携

型認定こども園の設備及び運営の基準を改めるもの 
・施行予定期日：令和７年４月１日 

 
議案第５３号 和歌山県青少年健全育成条例の一部を改正する条例 （こども支援課） 
 

特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に

関する法律の一部改正に伴い、規定の整備を行うもの 
・施行予定期日：公布の日又は特定電気通信役務提供者の損害賠償責任

の制限及び発信者情報の開示に関する法律の一部を改

正する法律（令和６年法律第２５号）の施行の日のい

ずれか遅い日 

 
  



- 12 - 

議案第５４号 和歌山県一時保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例 
 （こども支援課） 

 
児童福祉法の一部改正に伴い、一時保護施設の設備及び運営に関する基

準を定めるもの 
・施行予定期日：公布の日 

 
議案第５５号 修学資金等の返還に係る債務の免除に関する条例の一部を改正する条例 

 （医務課） 
 

新宮医療圏に所在する基幹型臨床研修病院で臨床研修を受けている医師

で、当該臨床研修の修了後、新宮医療圏に所在する公的医療機関に勤務しよ

うとするものに対して貸与した研修資金について、その返還に係る債務を免

除するもの 
・施行予定期日：公布の日 

 
議案第５６号 和歌山県民の歯と口腔の健康づくり条例の一部を改正する条例 

 （健康推進課） 
 

県民の歯と口腔の健康づくりを推進するための基本的施策として実施す

る取組に、歯科検診等を定期的に受けることの勧奨を加えるなど所要の改正

を行うもの 
・施行予定期日：公布の日 

 
議案第５７号 和歌山県営競輪事業運営基金の設置、管理及び処分に関する条例 

 （商工企画課） 
 

和歌山県営競輪事業運営基金を設置するもの 
・施行予定期日：公布の日 

 
議案第５８号 和歌山県営競輪施設整備等基金の設置、管理及び処分に関する条例の一部を

改正する条例 （商工企画課） 
 

和歌山県営競輪事業運営基金の設置に伴い、所要の改正を行うもの 
・施行予定期日：公布の日 
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議案第５９号 和歌山県中小企業融資制度の損失補償に係る回収納付金を受け取る権利の放

棄に関する条例の一部を改正する条例 （商工振興課） 
 

産業競争力強化法の一部改正に伴い、規定の整備を行うもの 
・施行予定期日：公布の日 

 
議案第６０号 企業職員の給与の種類及び基準に関する条例及び企業職員の給与の種類及び

基準に関する条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例 
 （公営企業課） 

 
企業職員の給与について、配偶者に係る扶養手当を廃止するとともに、

特定任期付職員業績手当を廃止し、特定任期付職員に勤勉手当を支給するこ

ととするほか、所要の改正を行うもの 
・施行予定期日：令和７年４月１日（一部は、令和８年４月１日） 

 
議案第６１号 和歌山県港湾施設管理条例の一部を改正する条例 （港湾空港振興課） 
 

船舶給水施設の使用料の額について、和歌山下津港及び日高港に係る区

分を新たに設けるとともに、所要の改正を行うもの 
・施行予定期日：令和７年４月１日 

 
議案第６２号 教育職員の給与に関する条例及び教育職員の給与に関する条例の一部を改正

する条例の一部を改正する条例 （<教>教職員課） 
 

教育職員の給与について、その給料月額の改定、配偶者に係る扶養手当

の廃止及び子に係る扶養手当の増額並びに地域手当の級地区分及び支給割合

並びに交通機関等に係る通勤手当支給限度額の見直し等を行うとともに、期

末手当及び勤勉手当の支給割合を改めるほか、所要の改正を行うもの 
・内容： 
（１）国家公務員の俸給表に準じて給料月額を改定 
（２）配偶者に係る扶養手当の廃止及び子に係る扶養手当の増額 

扶養親族 現行 令和７年度 
令和８年度

以降 
配偶者 6,500 円 3,000 円 支給しない 

子 10,000 円 11,500 円 13,000 円 
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（３）地域手当の級地区分及び支給割合の見直し並びに異動保障の延長 
・級地区分の見直し 
・支給割合の見直し 

支給地域 
和歌山県 国 

現行 改正後 現行 改正後 

和歌山市・橋本市 5.0％ 5.0％ 6.0％ 4.0％ 

県内その他地域 1.5％ 3.0％ 0％ 0％ 

・異動保障の延長 
（４）交通機関等に係る通勤手当支給限度額の見直し 
（５）単身赴任手当について、採用時から支給可能となるよう支給要件

を拡大 
（６）管理職員特別勤務手当の支給対象時間帯の拡大 
（７）期末手当の支給割合の改定 
【定年前再任用短時間勤務職員以外の職員】 

 教育職員 

 ６月 １２月 合計 

現 行 1.225 月 1.275 月 2.5 月 

改正後 1.250 月 1.250 月 2.5 月 

【定年前再任用短時間勤務職員】 
 教育職員 

 ６月 １２月 合計 

現 行 0.6875 月 0.7125 月 1.4 月 

改正後 0.7000 月 0.7000 月 1.4 月 

（８）勤勉手当の支給割合の改定 
【定年前再任用短時間勤務職員以外の職員】 

 教育職員 

 ６月 １２月 合計 

現 行 1.025 月 1.075 月 2.1 月 

改正後 1.050 月 1.050 月 2.1 月 

【定年前再任用短時間勤務職員】 
 教育職員 

 ６月 １２月 合計 

現 行 0.4875 月 0.5125 月 1.0 月 

改正後 0.5000 月 0.5000 月 1.0 月 

（９）定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員に地域手当の特

例を適用するとともに、住居手当及びへき地手当を支給 
・施行予定期日：令和７年４月１日 
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議案第６３号 市町村立学校職員の給与に関する条例及び市町村立学校職員の給与に関する

条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例 （<教>教職員課） 
 

市町村立学校職員の給与について、その給料月額の改定、配偶者に係る

扶養手当の廃止及び子に係る扶養手当の増額並びに地域手当の級地区分及び

支給割合並びに交通機関等に係る通勤手当支給限度額の見直し等を行うほか、

所要の改正を行うもの 
・内容： 
（１）国家公務員の俸給表に準じて給料月額を改定 
（２）配偶者に係る扶養手当の廃止及び子に係る扶養手当の増額 

扶養親族 現行 令和７年度 
令和８年度

以降 
配偶者 6,500 円 3,000 円 支給しない 

子 10,000 円 11,500 円 13,000 円 

（３）地域手当の級地区分及び支給割合の見直し並びに異動保障の延長 
・級地区分の見直し 
・支給割合の見直し 

支給地域 
和歌山県 国 

現行 改正後 現行 改正後 

和歌山市・橋本市 5.0％ 5.0％ 6.0％ 4.0％ 

県内その他地域 1.5％ 3.0％ 0％ 0％ 

・異動保障の延長 
（４）交通機関等に係る通勤手当支給限度額の見直し 
（５）単身赴任手当について、採用時から支給可能となるよう支給要件

を拡大 
（６）管理職員特別勤務手当の支給対象時間帯の拡大 
（７）特殊勤務手当 夜間中学校の開校に伴う手当の追加 
（８）定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員に地域手当の特

例を適用するとともに、住居手当、へき地手当及び寒冷地手当を

支給 
・施行予定期日：令和７年４月１日 
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議案第６４号 和歌山県立学校等職員定数条例の一部を改正する条例 （<教>教職員課） 
 

県及び市町村立学校の児童生徒数及び学級数の変動等に伴い、職員の定

数を改めるもの 
・内容：県立高等学校   １，９００人 → １，８８６人（▲１４人） 

県立特別支援学校 １，０６０人 → １，０３９人（▲２１人） 

市町村立小学校  ３，９７４人 → ３，９３９人（▲３５人） 

（義務教育学校の前期課程を含む） 

市町村立中学校  ２，１６８人 → ２，１６７人（▲１人） 

（義務教育学校の後期課程を含む） 
・施行予定期日：令和７年４月１日 

 
議案第６５号 和歌山県職員定数条例の一部を改正する条例 （<教>教職員課） 
 

教育委員会の事務局の職員の定数を改めるもの 
・内容：教育委員会の事務局の職員 １７９人 → １８５人（＋６人） 
・施行予定期日：令和７年４月１日 

 
議案第６６号 和歌山県立中学校及び高等学校設置条例の一部を改正する条例 
  （<教>義務教育課） 
 

新たに県立夜間中学校を設置するもの 
・施行予定期日：令和７年４月１日 

 
議案第６７号 警察職員の給与に関する条例及び警察職員の給与に関する条例の一部を改正

する条例の一部を改正する条例 （<警>警務課） 
 

警察官の給与について、その給料月額の改定、配偶者に係る扶養手当の

廃止及び子に係る扶養手当の増額並びに地域手当の級地区分及び支給割合並

びに交通機関等に係る通勤手当支給限度額の見直し等を行うとともに、期末

手当及び勤勉手当の支給割合を改めるほか、所要の改正を行うもの 
・内容： 
（１）国家公務員の俸給表に準じて給料月額を改定 
（２）昇給の基準の改定 
（３）配偶者に係る扶養手当の廃止及び子に係る扶養手当の増額 

扶養親族 現行 令和７年度 
令和８年度 

以降 

配偶者 
警察官給料表８級以下 6,500 円 3,000 円 支給しない 

警察官給料表９級 3,500 円 支給しない 支給しない 

子 10,000 円 11,500 円 13,000 円 
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（４）地域手当の級地区分及び支給割合の見直し並びに異動保障の延長 
・級地区分の見直し 
・支給割合の見直し 

支給地域 
和歌山県 国 

現行 改正後 現行 改正後 

和歌山市・橋本市 5.0％ 5.0％ 6.0％ 4.0％ 

県内その他地域 1.5％ 3.0％ 0％ 0％ 

・異動保障の延長 
（５）交通機関等に係る通勤手当支給限度額の見直し 
（６）単身赴任手当について、採用時から支給可能となるよう支給要件

を拡大 
（７）管理職員特別勤務手当の支給対象時間帯の拡大 
（８）期末手当の支給割合の改定 
【定年前再任用短時間勤務警察官以外の警察官】 

 特定幹部警察官以外の警察官 特定幹部警察官 

 ６月 １２月 合計 ６月 １２月 合計 

現 行 1.225 月 1.275 月 2.5 月 1.025 月 1.075 月 2.1 月 

改正後 1.250 月 1.250 月 2.5 月 1.050 月 1.050 月 2.1 月 

【定年前再任用短時間勤務警察官】 
 特定幹部警察官以外の警察官 特定幹部警察官 

 ６月 １２月 合計 ６月 １２月 合計 

現 行 0.6875 月 0.7125 月 1.4 月 0.5875 月 0.6125 月 1.2 月 

改正後 0.7000 月 0.7000 月 1.4 月 0.6000 月 0.6000 月 1.2 月 

（９）勤勉手当の支給割合の改定 
【定年前再任用短時間勤務警察官以外の警察官】 

 特定幹部警察官以外の警察官 特定幹部警察官 

 ６月 １２月 合計 ６月 １２月 合計 

現 行 1.025 月 1.075 月 2.1 月 1.225 月 1.275 月 2.5 月 

改正後 1.050 月 1.050 月 2.1 月 1.250 月 1.250 月 2.5 月 

【定年前再任用短時間勤務警察官】 
 特定幹部警察官以外の警察官 特定幹部警察官 

 ６月 １２月 合計 ６月 １２月 合計 

現 行 0.4875 月 0.5125 月 1.0 月 0.5875 月 0.6125 月 1.2 月 

改正後 0.5000 月 0.5000 月 1.0 月 0.6000 月 0.6000 月 1.2 月 

（10）定年前再任用短時間勤務警察官及び暫定再任用警察官に地域手当

の特例を適用するとともに、住居手当、特地勤務手当及び寒冷地

手当を支給 
・施行予定期日：令和７年４月１日 

 
  



- 18 - 

議案第６８号 公衆に著しく迷惑をかける暴力的不良行為等の防止に関する条例の一部を 
改正する条例 （<警>人身安全対策課） 

 
県民等の平穏な生活を保持することを目的として、住居等の付近をみだ

りにうろつくことを該当行為に追加する等、嫌がらせ行為の内容を見直すと

ともに、罰則を強化するほか、刑法の一部改正等に伴う所要の改正を行うも

の 
・施行予定期日：令和７年７月１日（一部は、令和７年６月１日） 

 
議案第６９号 和歌山県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例 （財政課） 
 

○主な改正 
１ 学校現場からの要望に基づき、県立高等学校の通信制における履修

管理業務改善のため履修期間を単年度とすることに伴い、県立高等学

校の通信制の授業料及び県立高等学校の聴講生として履修する通信制

の科目の授業料について、履修期間に係る規定を削除するもの 
・施行予定期日：公布の日 

２ 「わかやま農業教育一貫プロジェクト」の実施に伴い、農業に関す

る専門科目を修めて県立高等学校を卒業し、引き続き農林大学校に入

学した者のうち、学業成績が優秀と認められるものについては授業料

を徴収しないこととするもの 
・施行予定期日：令和７年４月１日 

３ わかやまスケートパーク設置及び管理条例の一部改正に伴い、スケ

ートパーク使用料の表中、「その他教育委員会の指定する行為」を

「その他知事の指定する行為」に改めるもの 
・施行予定期日：公布の日 

４ 地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部改正に伴い、宅地

建物取引業の免許の申請等を電子情報処理組織を使用する方法により

行う場合の手数料の額を定めるもの 
・施行予定期日：令和７年４月１日 

５ 和歌山県環境衛生研究センターの機器の更新等に伴い、手数料の額

の改定等を行うもの 
・施行予定期日：令和７年４月１日 

６ 産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する

条例の一部改正に伴い、特定事業の許可の申請等に対する審査に係る

手数料の額の改定を行うもの 
・施行予定期日：令和７年４月１日 
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７ 農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律第１５条第２項の規

定に基づく輸出証明書の発行及び第１７条第２項の規定に基づく適合

施設の認定の申請に対する審査に係る手数料の額を定めるもの 
・施行予定期日：令和７年４月１日 

８ 和歌山県工業技術センターの機器の更新等に伴い、手数料の額の改

定等を行うもの 
・施行予定期日：令和７年４月１日 

９ 家畜伝染病予防法第６条第１項又は第３１条第１項の規定に基づく

家畜の注射又は薬浴に係る手数料の額の上限を改めるもの 
・施行予定期日：令和７年４月１日 

10 建築士法第２３条第１項の規定に基づく一級建築士事務所、二級建

築士事務所又は木造建築士事務所の登録の申請に対する審査に係る手

数料の額を改定するとともに、所要の改正を行うもの 
・施行予定期日：令和７年４月１日 

11 道路交通法第４９条第２項の規定に基づくパーキング・チケット発

給設備によるパーキング・チケットの発給に係る手数料を廃止するも

の 
・施行予定期日：令和７年４月１日 

12 自動車の保管場所の確保等に関する法律の一部改正に伴い、自動車

の保管場所標章の交付等に係る手数料を廃止するもの 
・施行予定期日：令和７年４月１日 

 
 
４．その他案件 １５件 
 
議案第７０号 令和７年度建設事業施行に伴う市町村負担金について （財政課） 
 

負担金額 ９４６，６２０千円 

 
議案第７１号 令和６年度建設事業施行に伴う市町村負担金について （財政課） 
 

負担金額 ▲９０，５７３千円 
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議案第７２号 関西広域連合規約の一部の変更について (企画課) 
 

関西広域連合規約の一部の変更について、地方自治法第２９１条の１１

の規定により、議会の議決を求めるもの 

 
議案第７３号 県道路線の認定について (道路保全課) 
 

県道路線の認定について、道路法第７条第２項の規定により、議会の議

決を求めるもの 
・路線名：県道紀北かつらぎインター線 

 
議案第７４号 包括外部監査契約の締結について (財政課) 
 

令和７年度包括外部監査契約を締結することについて、議会の議決を求

めるもの 
・契約の相手方：谷口 信介（公認会計士） 

 
議案第７５号 訴訟の提起について (建築住宅課) 
 

県営住宅家賃滞納者に対する住宅明渡し及び滞納家賃請求の訴訟を提起

することについて、議会の議決を求めるもの 
・相手方：３名 

 
議案第７６号 訴訟の提起について （<警>交通規制課） 
 

交通安全施設の電気料金に係る過払金返還請求の訴訟を提起することに

ついて、議会の議決を求めるもの 
・相手方：関西電力株式会社 

 
議案第７７号 紀の川流域下水道の指定管理者の指定について (下水道課) 
 

指定管理者指定のため、議会の議決を求めるもの 
・指定管理者候補者：公益財団法人和歌山県下水道公社 

 
議案第７８号 紀の川中流流域下水道の指定管理者の指定について (下水道課) 
 

指定管理者指定のため、議会の議決を求めるもの 
・指定管理者候補者：公益財団法人和歌山県下水道公社 
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議案第７９号 和歌山県と富田川治水組合との間の公平委員会の事務の委託について 
 (市町村課) 

 
地方公務員法第８条第２項に規定する公平委員会の事務の委託を受ける

ための規約について、地方自治法の規定により、議会の議決を求めるもの 

 
議案第８０号 権利の放棄について （社会福祉課） 
 

生活保護法の規定による返還金に係る請求権の放棄について、議会の議

決を求めるもの 

 
議案第８１号 権利の放棄について （商工企画課） 
 

和歌山県中小企業高度化資金貸付金に係る元金請求権及び違約金支払請

求権の放棄について、議会の議決を求めるもの 

 
議案第８２号 公立大学法人和歌山県立医科大学定款の一部変更について （医務課） 
 

経営審議会委員定数の改定に伴い、定款の一部を変更することについて、

議会の議決を求めるもの 

 
議案第８３号 工事請負変更契約の締結について （道路建設課） 
 

工 事 名：海南金屋線（仮称鏡石トンネル）道路改良工事 
契約金額：（変更前）８，３５８，５０９，６００円 

（変更後）８，７４８，６９９，４００円 

 
議案第８４号 工事請負変更契約の締結について （道路建設課） 
 

工 事 名：白浜久木線（仮称庄川久木２号トンネル）道路改良工事 
契約金額：（変更前）１，８６１，８６０，０００円 

（変更後）２，２１１，０１５，４００円 
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５．委任専決処分報告 １１件 
 
諸報第 １ 号 職員の公務中における交通事故に伴う損害賠償の額について 

＜令和７年１月９日専決＞ 
 

環境生活部 １件 ２０９，０００円 
事故発生日：令和６年３月２５日 

 
諸報第 ２ 号 職員の公務中における交通事故に伴う損害賠償の額について 

＜令和７年１月２１日専決＞ 
 

福祉保健部 １件 ２８，０００円 
事故発生日：令和５年１２月２０日 

 
諸報第 ３ 号 職員の公務中における交通事故に伴う損害賠償の額について 

＜令和７年１月２１日専決＞ 
 

企画部 ５件 ３，５９６，５５６円 
事故発生日：令和６年９月６日 

 
諸報第 ４ 号 職員の公務中における交通事故に伴う損害賠償の額について 

＜令和７年１月２４日専決＞ 
 

警察本部 １件 ５４７，５７９円 
事故発生日：令和６年２月２日 

 
諸報第 ５ 号 職員の公務中における物品損傷事故に伴う損害賠償の額について 

＜令和７年１月２４日専決＞ 
 

警察本部 １件 ６，０００円 
事故発生日：令和６年７月５日 

 
諸報第 ６ 号 職員の公務中における交通事故に伴う損害賠償の額について 

＜令和７年１月２４日専決＞ 
 

警察本部 ２件 ８２２，９６０円 
事故発生日：令和６年８月２３日 
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諸報第 ７ 号 職員の公務中における交通事故に伴う損害賠償の額について 
＜令和７年１月２４日専決＞ 

 
警察本部 １件 １６７，４００円 
事故発生日：令和６年９月６日 

 
諸報第 ８ 号 車両損傷事故に伴う損害賠償の額について 

＜令和７年１月２４日専決＞ 
 

県土整備部 １件 １５，３３６円 
事故発生日：令和６年１０月５日 

 
諸報第 ９ 号 職員の公務中における交通事故に伴う損害賠償の額について 

＜令和７年１月２４日専決＞ 
 

県土整備部 １件 ３４４，４７２円 
事故発生日：令和６年１０月２１日 

 
諸報第１０号 職員の公務中における設備損傷事故に伴う損害賠償の額について 

＜令和７年１月２４日専決＞ 
 

環境生活部 １件 ５４，７８０円 
事故発生日：令和６年１１月２５日 

 
諸報第１１号 職員の公務中における交通事故に伴う損害賠償の額について 

＜令和７年１月２４日専決＞ 
 

環境生活部 １件 ２５，１４０円 
事故発生日：令和６年１１月２９日 

 
 
６．追加予定案件 １６件 
 
（人事案件１６件） 
 

（１）和歌山県副知事 １件（任期満了） 

〈現副知事〉 

下
しも

 宏
ひろし

（任期:令和７年３月３１日） 
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（２）和歌山海区漁業調整委員会委員 １件（任期満了） 

〈現委員〉 

松村
まつむら

 德夫
の り お

（任期:令和７年３月３１日） 

 
（３）和歌山海区漁業調整委員会委員 １件（任期満了） 

〈現委員〉 

藪
やぶ

 江津子
え つ こ

（任期:令和７年３月３１日） 

 

（４）和歌山海区漁業調整委員会委員 １件（任期満了） 

〈現委員〉 

嶋田
し ま だ

 和紀
か ず き

（任期:令和７年３月３１日） 

 

（５）和歌山海区漁業調整委員会委員 １件（任期満了） 

〈現委員〉 

山本
やまもと

 薫
かおる

（任期:令和７年３月３１日） 

 

（６）和歌山海区漁業調整委員会委員 １件（任期満了） 

〈現委員〉 

東
ひがし

 敏之
としゆき

（任期:令和７年３月３１日） 

 

（７）和歌山海区漁業調整委員会委員 １件（任期満了） 

〈現委員〉 

山口
やまぐち

 太
ふと

志
し

（任期:令和７年３月３１日） 

 

（８）和歌山海区漁業調整委員会委員 １件（任期満了） 

〈現委員〉 

澤田
さ わ だ

 好史
よしふみ

（任期:令和７年３月３１日） 

 

（９）和歌山海区漁業調整委員会委員 １件（任期満了） 

〈現委員〉 

吉田
よ し だ

 俊
とし

久
ひさ

（任期:令和７年３月３１日） 
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（10）和歌山海区漁業調整委員会委員 １件（任期満了） 

〈現委員〉 

橘
たちばな

 智史
ともふみ

（任期:令和７年３月３１日） 

 

（11）和歌山海区漁業調整委員会委員 １件（任期満了） 

〈現委員〉 

堅田
か た た

 隆
たか

弘
ひろ

（任期:令和７年３月３１日） 

 

（12）和歌山海区漁業調整委員会委員 １件（任期満了） 

〈現委員〉 

片谷
かたたに

 匡
ただし

（任期:令和７年３月３１日） 

 

（13）和歌山海区漁業調整委員会委員 １件（任期満了） 

〈現委員〉 

杉本
すぎもと

 武雄
た け お

（任期:令和７年３月３１日） 

 

（14）和歌山海区漁業調整委員会委員 １件（任期満了） 

〈現委員〉 

大川
おおかわ

 惠三
けいぞう

（任期:令和７年３月３１日） 

 

（15）和歌山海区漁業調整委員会委員 １件（欠員） 

 

（16）和歌山海区漁業調整委員会委員 １件（欠員） 
 


